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連結注記表 

 

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

（１）連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数  28社（主要会社名 プライムデリカ㈱、プリマ食品㈱、熊本プリマ㈱、プライムフ

ーズ㈱、太平洋ブリーディング㈱） 

    当連結会計年度において、当社の連結子会社であった「山東美好食品有限公司」の出資持分を一部売却 

したことにより持分比率が低下したため、同社を連結の範囲から除外しております。 

 

（２）持分法の適用に関する事項 

  ① 持分法適用関連会社の数  7社（主要会社名 ㈱プライムベーカリー、康普（蘇州）食品有限公司） 

 

  ② 持分法適用関連会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、原則として連結決算日現在

で本決算に準じた仮決算を行った財務諸表を基礎としております。なお、一部の会社については持分法を

適用する上で必要な修正を行っております。 

 

（３）会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準および評価方法 

 ａ 有価証券      満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

・時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法 

                       （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価 

は移動平均法により算定） 

               ・時価のないもの  移動平均法による原価法 

 

   ｂ デリバティブ    時価法 

 

 ｃ たな卸資産     主として移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

 

  ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   ａ 有形固定資産    定率法 ただし、当社の建物（建物附属設備を除く）、国内連結子会社の平成    

（リ－ス資産を除く） 10年4月1日以降新規に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年 

4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物、在外子会社の資産は定額法 

を採用しております。 

                  なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

                   建物および構築物      15～38年 

                   機械装置および運搬具     4～10年 

 

   ｂ 無形固定資産    定額法 ただし、ソフトウェア（自社利用分）については社内における見積利 

    （リ－ス資産を除く） 用可能期間(５年)に基づく定額法 

 

   ｃ リ－ス資産     所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引に係るリ－ス資産 

リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
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  ③ 重要な引当金の計上基準 

   ａ 貸倒引当金      債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

               貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見 

               込額を計上しております。 

 

   ｂ 賞与引当金      従業員の賞与支払に備えるため、主として将来の支給額を見積り、これに基

づいて計上しております。 

 

   ｃ 役員賞与引当金    役員の賞与支払に備えるため、将来の支給額を見積り、これに基づいて計上

しております。 

 

  ④ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

  a  退職給付の会計処理の方法 

従業員等の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。退職給付

債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(主として10年)に

よる定額法により発生翌連結会計年度から費用処理しております。 

また、退職給付信託を設定しております。 

未認識数理計算上の差異の未処理額については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の

包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

 

   b ヘッジ会計の処理   

原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、金利スワップについて特例処理の条件を満たしている場合には特例処理を採用しております。 

 

   c 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社等の資産、負債、収益および費用は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に含め

ております。 

 

d 消費税等（消費税および地方消費税）の会計処理は税抜方式を採用しております。 

 

２．会計方針の変更に関する注記 

①平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用 

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変

更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年6月17日）を当連結会計年度から適用し、平

成28年4月1日以後に取得する建物附属設備および構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更

しております。 

この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ150百万円

増加しております。 
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②受取返戻金等の計上基準の変更 

  当社の一部の連結子会社は従来、原材料の仕入先である協同組合から受け取る原材料の仕入代金・共配

物流費・事業運営費用の精算金（事業分量配当金）を営業外収益として処理しておりましたが、当連結事

業年度より仕入控除項目として売上原価に含めて処理する方法に変更することと致しました。 

 当該取引を実施する連結子会社の取引先が顧客嗜好の多様化に対して、地域性を重視した商品展開へシ

フトしております。当該連結子会社において工場の新設による販売地域の拡大に伴い、当該取引先の政策

に機動的に対応するため、当連結会計年度から事業部制を導入し、当該事業部ごとの収益性を更に精緻に

管理することで、営業活動の成果をより適切に把握することを目的として当該会計方針の変更を行うもの

です。 

 当該会計方針の変更は遡及適用されますが、経常利益以降の利益には影響ないため、連結株主資本等変

動計算書の利益剰余金の遡及適用後の当期首残高は変動しておりません。 

 

３．連結貸借対照表に関する注記 

（１）担保提供資産 

  ① 担保に供している資産  建物および構築物        1,627百万円 

                機械装置および運搬具       119百万円 

                土地               421百万円 

                固定資産その他           4百万円 

                定期預金              5百万円 

  ② 担保に係る債務     買掛金               7百万円 

                1年内返済予定長期借入金      138百万円 

                長期借入金             760百万円 

                

（２）有形固定資産の減価償却累計額              74,527百万円 

減損損失累計額は、減価償却累計額に含めております。 

 

（３）保証債務 

   連結会社以外の次の各社の銀行借入金等に対して債務保証を行っております。 

    ㈲かみふらの牧場            803百万円 

    康普（蘇州）食品有限公司        370 

    ㈲肉質研究牧場                 151 

    その他                  6 

          計              1,332百万円 

このほか、㈲かみふらの牧場の借入金に対し連結子会社の土地７百万円および建物16百万円を物上担保

に供しております。 

 

 

 

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当連結会計年度の末日における発行済株式の総数   

普通株式    252,621,998株 
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（２）配当に関する事項 

 配当金支払額 

決議 株式の種類 

配当金 

の総額 

（百万円）

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成28年6月29日 

定時株主総会 
普通株式 503 2.00 平成28年3月31日 平成28年6月30日 

平成28年11月2日 

取締役会 
普通株式 503 2.00 平成28年9月30日 平成28年12月1日 

 

５．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

     当社グル－プは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金

を調達しております。 

     受取手形および売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスクの低減を図っておりま

す。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行ってい

ます。 

借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金

利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なおデリバテ

ィブは内部管理規定に従い、実需の範囲で行うこととしております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

  平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については次のとおりでありま

す。 

 
連結貸借対照表計上額  

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

（1） 現金および預金 20,015 20,015 －

（2） 受取手形および売掛金 37,044 37,044 －

（3） 投資有価証券  

満期保有目的の債券 9 10 0

その他有価証券 4,914 4,914 －

（4） 支払手形および買掛金 39,631 39,631 －

（5） 短期借入金 235 235 －

（6） 長期借入金（＊） 21,951 22,101 149

（7） デリバティブ取引  

ヘッジ会計が適用され

ていないもの 
－ － －

ヘッジ会計が適用され

ているもの 
(17) (17) －

（注）1．＊印は１年内返済予定長期借入金を含めております。 

 

2．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

（1）現金および預金、並びに（2）受取手形および売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額

によっております。 
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（3）投資有価証券 

これらの時価について、株式および債券は取引所の価格によっております。 

（4）支払手形および買掛金、並びに（5）短期借入金  

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額

によっております。 

（6）長期借入金 

長期借入金の時価については元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定される方法によっております。但し変動金利による長期借入金については、金利スワ

ップの特例処理の対象とされており当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を

同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっ

ております。 

（7）デリバティブ取引 

デリバティブの時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され

ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

3．非上場株式（連結貸借対照表計上額1,660百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、(3)投資有価証券 

その他有価証券」には含めておりません。 

  

６．賃貸等不動産に関する注記 

当社グル－プが有しているすべての賃貸等不動産については、重要性が乏しいため、記載を省略しておりま

す。 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

  １株当たり純資産額     286円 09銭 

  １株当たり当期純利益    39円 76銭 

 

８．その他の注記 

（追加情報） 

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日）を 

当連結会計年度より適用しております。 

 

９．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準および評価方法 

   ①               有 価 証 券 

     子会社および関連会社株式       移動平均法による原価法 

     そ の 他 有 価 証 券             

      時価のあるもの        決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入 

                     法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております） 

      時価のないもの        移動平均法による原価法 

 

   ②デリバティブ                 時価法 

 

   ③               た な 卸 資 産         移動平均法（ただし、牛枝肉については個別法）による原価法 

                    （貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

     

（２）固定資産の減価償却の方法 

   ①               有形固定資産         定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年4月1日    

   （リース資産を除く）        以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し 

                     ております。 

                        建物および構築物       15～38年 

                        機械装置および工具器具備品   5～10年 

 

   ②               無形固定資産         定額法（自社利用のソフトウェアについては、社内における見積利 

   （リース資産を除く）        用可能期間（5年）に基づく定額法） 

 

      ③リース資産            所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

                          リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して 

おります。 

 

（３）引当金の計上基準   

   ①               貸 倒 引 当 金         債権の貸倒損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率により、 

                 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、 

              回収不能見込額を計上しております。 

 

   ②               賞 与 引 当 金         従業員の賞与支払に備えるため、将来の支給額を見積り、これに基づ 

いて計上しております。 

 

③役員賞与引当金                 役員の賞与支払に備えるため、将来の支給額を見積り、これに基づい 

て計上しております。 

 

   ④退職給付引当金                 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき、当事業年度において発生している

と認められる額を計上しております。 
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 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

                     また、退職給付信託を設定しております。 

                  

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① ヘッジ会計の処理         原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、金利スワップについて特例処理の条件を満たしている場合には 

特例処理を採用しております。 

 

② 消費税等（消費税および地方消費税）の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

２．会計方針の変更に関する注記 

  平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年6月17日）を当事業年度から適用し、平成28年4月1日以後に取得する建物附属設備及

び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

この結果、当事業年度の営業利益、経常利益および税引前当期純利益はそれぞれ123百万円増加しております。 

 

３．表示方法の変更に関する注記 

  （損益計算書） 

従来、損益計算書上、営業外収益にて独立掲記しておりました「受取利息」、「受取手数料」、「家賃収入」

は、重要性が乏しいと判断し、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。 

 

４．貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産および担保に係る債務 

①担保に供している資産   定   期    預   金                      5百万円 

 

②担保に係る債務      買 掛 金                  7百万円 

                  

（２）有形固定資産の減価償却累計額                               42,410百万円 

減損損失累計額は、減価償却累計額に含めております。 

 

（３）保証債務  

   他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。  

    康普（蘇州）食品有限公司        370百万円 

    Primaham Foods (Thailand)Co.,Ltd    293   

    従業員ローン                     6 

          計                670百万円 

 

（４）関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

短期金銭債権                                          5,276百万円 

   長期金銭債権                                            677百万円 

   短期金銭債務                                      33,407百万円 

8



 

 

（５）「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号、平成13年3月31日改正）に基づき、平 

成14年3月31日に事業用土地の再評価を行っております。 

   なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年3月31日公布法 

律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部 

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

   

      再評価の方法  「土地の再評価に関する法律施行令」 （平成10年3月31日公布政 

            令第119号）第2条第4号に定める地価税法により算定した金額に合 

            理的な調整を行って算定する方法と、同条第5号に定める不動産鑑 

            定士による鑑定評価を併用しております。 

再評価を行った年月日            平成14年3月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 △4,282百万円 

 

５．損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高   売 上 高                       30,676百万円 

               仕 入 高                        119,112百万円 

                            その他の営業取引                           3,640百万円 

             営業取引以外の取引高                    847百万円 

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

  自己株式の種類および株式数 

株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普 通 株 式 870,169株 16,536株 985株 885,720株 

合  計 870,169株 16,536株 985株 885,720株 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加16,536株は単元未満株式の買取りによる増加であり、減少985株は単元  

未満株式の売却による減少であります。 

 

７．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

退職給付引当金 780百万円

退職給付信託 212百万円

賞与引当金 

確定拠出年金移換未払金 

162百万円

143百万円

関係会社出資金評価損 

その他 

101百万円

556百万円

繰延税金資産小計 1,956百万円

評価性引当額 △425百万円

繰延税金資産合計 1,530百万円

繰延税金負債 

前払年金費用 

その他有価証券評価差額金 

固定資産圧縮積立金 

その他 

2,009百万円

  553百万円

112百万円

12百万円

繰延税金負債合計 2,687百万円

繰延税金負債の純額 1,157百万円

再評価に係る繰延税金負債 

土地再評価差額金 2,104百万円
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８．関連当事者との取引に関する注記 

（1）親会社および法人主要株主等                           （単位：百万円） 

属性 
会 社 等

の名称 

議決権等の

所有 ( 被所

有)割合(％) 

関連当事者との

関係 

取引の内

容 
取引金額 科 目 期末残高 

その他

の関係

会 社 

伊藤忠

商事株

式会社 

（被所有） 

 直接39.6 

原材料の仕入 

役員の兼任 

原材料の

購入 
86,086 買掛金 21,272

 

   取引条件および取引条件の決定方針等 

① 原材料の購入については、伊藤忠商事株式会社以外からも複数の見積りを入手し、市場の実勢価格を勘案し

て仕入先を決定しております。 

（注）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

（2）子会社および関連会社等                            （単位：百万円） 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等の

所有 ( 被所

有)割合(％) 

関連当事者

との関係 

取引の内

容 
取引金額 科 目 期末残高 

子会社 

北海道プリ

マハム株式

会社 

（所有） 

直接100 

商品・製品の

売上、運搬 

商品・製品

の販売 
10,180 売掛金 1,696

子会社 

 

関東プリマ

ミ－ト販売

株式会社 

（所有） 

 直接100 

商品・製品の

売上 

商品・製品

の販売 
6,903 売掛金 1,228

子会社 

プライムデ

リカ株式会

社 

（所有） 

 直接57.9 
役員の兼任 

資金の預

り 
2,840 預り金 2,840

子会社 

秋田プリマ

食品株式会

社 

（所有） 

 直接100 

原材料の売

上、商品の仕

入 

資金の預

り 
307 預り金 1,287

取引条件および取引条件の決定方針等 

① 商品および製品の販売については、市場の実勢価格等を勘案し、協議のうえ決定しております。 

（注）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

② 資金の預りについては、当社および国内子会社との間で導入したＣＭＳ（キャッシュマネジメントサービス）

による取引であり、短期間での反復取引のため、取引金額は当事業年度における純増減金額を記載しており

ます。また、当社の短期運用利回りおよび市場金利を勘案して利率を決定しております。なお、担保は提供

しておりません。 

（3）兄弟会社等                                    （単位：百万円） 

属性 
会社等の

名称 

議決権等

の所有(被

所有)割合

(％) 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

その他の

関係会社

の子会社 

伊藤忠プ

ラスチッ

クス株式

会社 

－ 原材料の仕入 
原材料の購

入 
4,794 買掛金 1,821
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その他の

関係会社

の子会社 

株式会社

日本アク

セス 

－ 
商品・製品の売

上 

商品・製品の

販売 
12,435 売掛金 2,505

取引条件および取引条件の決定方針等 

① 原材料の購入については、複数の見積りを入手し、市場の実勢価格を勘案して仕入先を決定しております。 

② 商品および製品の販売については、独立第三者間取引における取引価格を斟酌のうえ、価格等の取引条件を

交渉・決定しております。 

  （注）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

  １株当たり純資産額       206円 39銭 

  １株当たり当期純利益        28円 39銭  

 

１０．その他の注記 

（追加情報） 

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日）を当事業

年度より適用しております。 

（重要な後発事象） 

 重要な事業の譲渡 

当社は平成28年11月７日開催の取締役会において、100％連結子会社のプリマハムミートファクトリー㈱(旧

プリマハム近畿販売㈱)に当社の食肉加工事業を事業譲渡することを決議し、平成29年４月１日に譲渡いたしま

した。 

(1)事業譲渡の目的 

当グループ食肉加工部門を集約し、食肉の一次加工から小売り・販売および精肉ギフトの製造・販売までの

効率化を図り、収益向上を目指してまいります。 

(2)譲渡する相手会社の名称 

プリマハムミートファクトリー㈱ 

(3)譲渡する事業の内容 

食肉加工事業 

(4)譲渡する事業の生産高(平成29年3月期) 

8,228百万円 

(5)譲渡する資産・負債の内容(平成29年３月31日現在) 

資産：1,008百万円 

負債：７百万円 

(6)譲渡の時期 

平成29年４月１日 

(7)譲渡価格 

2,024百万円 

 

１１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。              
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